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概 要 
１．調査研究の目的 
TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）とは、労働と資本以外の生産に寄与する要素
を意味する。その成長にはビジネスモデル変革、市場への参入退出、IT 効果等も関連しているが、
科学技術による寄与が多分に含まれているため、科学技術によるイノベーション推進を示す指標と
も言われてきた。このようなイノベーションの代理指標ともいえる TFP を用いて国際比較や産業別
比較を行うことで、イノベーションに関する分析が国内外で進展してきた。 
地域イノベーションに着目すると、地域別のTFP を分析することで、地域イノベーションの状況を
把握することが可能と考えられが、TFP は経済成長における「残差」として推計された指標であるた
めデータや手法によって様々な数値が提示されている。一方、科学技術に関する地域レベルで収
集可能なデータが限定されていることなどもあり、地域レベルで科学技術とTFPの関係についての
研究は少ない状況であった。 
そこで、既往研究成果を勘案した手法を用いて都道府県別の TFP を実際に推計し、TFP という
数値が地域イノベーションをどの様に表現しているのかを考察することとする。その際、都道府県
別の産業構造等を整理することで、都道府県別 TFP がどの様な地域変化に関連しているかを推
察する。そして、TFPに大きな影響を与えていると言われている科学技術活動について、科学技術
関連指標と TFP の関係を分析することで両者の関係を考察し、地域イノベーション研究の基礎的
資料とする。 
 
２．都道府県別TFPの状況 
一般的に、TFP 水準は「規模の経済性」の影響を受け総生産額と正の相関関係にあると言われ
るが、TFP成長率と総生産成長率の関係をみると、必ずしも総生産成長率の高い都道府県がTFP
成長率も高いとは限らない。総生産成長率と TFP 成長率の関係を整理すると、以下のような類型
化が可能である。 
表 総生産成長率と TFP 成長率による類型化と主な都道府県 
総生産成長率  
全国平均より高い 全国平均より低い 
全国平均より高い ①愛知、静岡、三重 ②青森、鳥取、高知、 
大阪、兵庫 
TFP 成長率 
全国平均より低い ③東京、滋賀、大分 ④北海道、山口、和歌山 
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 例えば、TFP 成長率も経済成長率も共に伸びている愛知県は、自動車産業の新製品開発等に
よる発展が地域経済を牽引しているためと考えられる。また、総生産成長率は高いが TFP 成長率
は低い滋賀県や大分県は、工場立地の増加による資本寄与と労働寄与の増加が総生産成長率を
牽引していると考えられる。 
都道府県別に TFP 成長率と産業構造の関係をみると、TFP 成長率の高い都道府県は TFP 成
長率の高い業種が集積している都道府県（例：電気機械製造業の総生産額が高い愛知県、三重
県）と、特定の企業等の影響を強く受けた都道府県（例：大規模な非鉄金属企業が操業開始した
青森県）のケースがみられる。また、TFP 成長率の低い都道府県は、TFP 成長率の低い業種が集
積している都道府県（例：建設業の総生産額が高い北海道、石油・石炭製品製造業の総生産額が
高い和歌山県や山口県）が挙げられる。このように、都道府県の TFP 成長率は、当該都道府県の
産業構造変化が影響していると推察される。 
 
３．科学技術とTFPの関係 
都道府県別に企業や大学を含めた研究開発費データを集計することができないため、データ取
得が可能な「①研究者数（「事業所・企業統計」における「高等教育機関」と「学術・研究機関」の従
業者数）」、「②理工系論文発表数」、「③特許出願数（日本人によるもの）」、「④発明者数（日本人
による特許出願に関するもの）」の４つの科学技術関連指標とTFPの関係を水準と変化の両面から
分析した結果、科学技術活動と TFP の間に顕著な関係を見いだすことはできなかった。そのなか
で、発明者数とTFPは、水準、変化ともに極めて弱い正の相関関係にあることが推察される分布で
はあったが、明確な関係性を見いだす分布とまではいえなかった。 
科学技術と TFP の関係について、「①研究者数（「高等教育機関」及び「学術・研究機関」の従
業者数）」が TFP というイノベーションのアウトカム指標に影響するには、大学から企業への波及、
企業内のパスにおける複雑性や不確実性が存在するため、「両者の関係性を見いだせない」とい
う分析結果は妥当と思われる。同様に、「②理工系論文数」も、都道府県の TFP に影響を与えるま
でには、企業への波及、企業内のパスにおける複雑性や不確実性が存在するため、「両者の関係
性を見いだせない」という分析結果は妥当と思われる。個人の住所をもとにデータを集計している
「④発明者数」は、都道府県における企業等の研究開発活動の成果を表現していると考えられる。
一方、「③特許出願数」は研究開発活動の成果指標ではあるが、出願人は発明者の所在する地域
ではなく企業本社となっているケースがほとんどであることから、地域の実態を表現するには適して
いないと考えられる。従って、「④発明者数」と TFPの間に弱い関係性を見いだせたことは、一定の
説明力を有していると考えられる。 
このように、全体として科学技術活動と TFP の明確な関係を見いだすことができなかった理由と
して、 
① 都道府県単位で収集可能な科学技術関連データの限界（都道府県別の企業や大学にお
ける研究開発費、都道府県別の企業における研究者数等のデータ） 
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② 「地域イノベーションシステム」の単位として、都道府県という地理的範囲で捉えている仮定
の限界（都道府県よりも細かな地域単位へのブレイクダウンは困難であるなかで、地域ブロ
ックという地域単位の可能性） 
等が挙げられる。 
地域イノベーションの代理指標として TFP を用いた分析をするには、都道府県別の研究開発関
連データの推計手法の開発や、地域イノベーションシステムに関する理論的研究の充実が今後の
研究課題として挙げられる。 
